
２００８年１月度の相談状況について 
 

―労働現場のモラル崩壊に対する政策的対処が緊急課題― 

１．労働相談の概況 
 
１）相談者数・件数について 

 
１月の相談者数は５５人と少なめで、相談項目数は９２件で相談者一人あたりの平均

相談項目は１．６７件となっています。相談者数では、前年同月（７３人）の７５．３

５％、相談項目数では（１５４件）の５９．７％となりました。 
 
２）男女別、雇用形態別相談者数について 

 
相談者の男女別では、男性２３人（４１．８％）、女性３２人（５８．２％）、雇用形

態別では、社員２１人、社員以外が３３人、不明・その他が１人となっています。 
今月も、先月同様、契約社員、パート労働者からの相談が多く、構成比でみると特に

契約社員で２００７年の平均値（男性５．９％、女性６．０％）を大幅に上回り、男性

７．３％、女性２０．０％となっています。また、２００７年度の平均値では男女ほぼ

同率だったものが、今月は、女性が一気に１４ポイントも上昇するという事態となって

います。 
 
３）業種別相談数 

 
業種別の特徴は、全体として多くの業種に分散していますが、あえて記すとすれば

「卸・小売業・飲食店」「商品斡旋・リース業」「金融・保険・不動産業」「医療・福祉・

医薬品業」などのサービス・流通関連４業種が若干多めとなっています。 
 

 
４）相談項目（内容）について 

 
主要相談者項目別相談者数での上位は「解雇・雇い止め・退職」（２２件）、「就業規則・

雇用契約」（１２件）、「経営問題・労務管理」（１１件）「有給休暇」と「労働保険（雇

用・労災）」（６件）となっており、昨年１２月の傾向が引き続き持続されています。 
前年度同期と比較してみると、前年度同期の上位は、やはり「解雇・雇い止め・退職」（２

１件）「就業規則・雇用契約」（２１件）「労働保険（雇用・労災）」（１３件）「経営問題・

労務管理」（１３件）となっており、こうした特定項目への偏りは、長期的なものとな

っています。それは、構成比２３．９％で、２００７年平均の１５．９％を大幅に上回

る比率を見ても明らかです。 
「解雇・雇い止め・退職」「修行規則・雇用契約」「経営問題・労務管理」は相互の関連

が強く、また、当事者の生活に直接的に関わる切実な問題であることから、他の項目に

比べ相談件数が多くなっていると思われます。 
 
５）違法率について 
    

今月の９２件の相談項目中、違法件数は４４件、違法率は４７．８％で、前年同月の

５０．０％からは若干下がっています。 
上位項目は「解雇・雇い止め・退職」（９件）「就業規則・雇用契約」（６件）「月例賃

金未払い・遅配」（５件）となっています。 



２．１月の雇用情勢 
 
今月は、昨年１２月、また前年同期と比べ相談者数は減となりましたが、雇用形態、

業種、相談項目は特定領域に固定化される傾向が顕著となっています。 
まさに、今月を含めこれまでの長期間、国内の景気動向とはまったく裏腹に、北海道

の、とりわけ中小以下の企業における経営状況の厳しさを反映し、そのしわ寄せがスト

レートに労働者へ向けられていることが、この傾向に現れています。こうしてみると、

現在の「労働」を取り巻く状況は、ますます雇用の細分化と不安定化が進み、その中で

非正規労働者の増加と、とどまること知らない労働条件の悪化、使い捨てが横行し、さ

らに正規労働者と非正規労働者の格差の拡大はもちろん、非正規労働者間の格差拡大も、

さらに深化しているように思われます。 
そして、正規雇用労働者といえども、その身分の保障は揺らぎつつあり、実態として

の「正規労働者の非正規労働者化」が着々と進行するという、全体として荒涼たる労働

風景が広がり尽くしており、こうした労働現場のモラルの崩壊に対する、政策的対処が

緊急課題です。 
 
 

〖参考資料〗 
 

１．０８年１月 相談者数（雇用形態・男女別、業種別）、処理内容 
２．０８年１月 労働相談（男女雇用形態別・相談内容別） 
３．０８年１月 労働相談（業種別・相談内容別） 
４．０８年１月 主相談項目別 相談者数 月別集計 
５．０８年１月 主相談項目別 相談者数構成比 月別集計 
６．０８年１月 相談項目別相談件数 構成比 月別集計 
７．０８年１月 月別相談内容別違法件数 件数 
８．０８年１月 月別相談内容別違法率 集計 

 


















